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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式は存在するものの１株当たり中間（当

期）純損失が計上されているため、記載しておりません。 

３．第29期中より中間連結財務諸表を作成していないため、第29期中、第30期中及び第29期に係る主要な経営指

標等の推移については、記載しておりません。 

回次 第28期中 第29期中 第30期中 第28期 第29期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高 （千円） 2,936,321 ― ― 5,517,981 ― 

経常損失 （千円） 271,677 ― ― 535,246 ― 

中間（当期）純損失 （千円） 331,971 ― ― 812,606 ― 

純資産額 （千円） 888,127 ― ― 1,788,288 ― 

総資産額 （千円） 3,870,062 ― ― 3,296,318 ― 

１株当たり純資産額 （円） 49.88 ― ― 53.60 ― 

１株当たり中間（当

期）純損失 
（円） 25.61 ― ― 47.39 ― 

潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）

純利益 

（円） ― ― ― ― ― 

自己資本比率 （％） 23.0 ― ― 54.3 ― 

営業活動によるキャ

ッシュ・フロー 
（千円） △256,073 ― ― △888,246 ― 

投資活動によるキャ

ッシュ・フロー 
（千円） △904,581 ― ― △478,098 ― 

財務活動によるキャ

ッシュ・フロー 
（千円） 1,311,881 ― ― 2,040,094 ― 

現金及び現金同等物

の中間期末（期末）

残高 

（千円） 263,578 ― ― 786,101 ― 

従業員数 

［外、平均臨時雇用

者数］ 

（人） 
70 

(91) 

― 

(―) 

― 

(―) 

40 

(91) 

― 

(―) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式は存在するものの1株当たり中間（当

期）純損失であるため記載しておりません。 

３．当社は、関連会社を有しておりませんので、持分法を適用した場合の投資利益については、記載しておりま

せん。 

４．第28期中及び第28期は連結財務諸表を作成しているため、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動に

よるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー、現金及び現金同等物の中間（期末）残高は

記載しておりません。 

回次 第28期中 第29期中 第30期中 第28期 第29期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高 （千円） 2,484,602 1,044,069 580,458 5,033,159 3,990,579 

経常利益又は経常損

失（△） 
（千円） △164,024 27,760 △48,732 △238,872 225,971 

中間（当期）純損失 （千円） 202,798 653,722 43,032 1,765,222 474,550 

持分法を適用した場

合の投資利益 
（千円） ― ― ― ― ― 

資本金 （千円） 1,853,268 2,545,616 2,906,166 2,545,616 2,692,866 

発行済株式総数 （株） 17,896,652 33,473,286 38,276,857 33,473,286 35,576,857 

純資産額 （千円） 1,793,590 957,701 1,834,412 1,611,962 1,430,696 

総資産額 （千円） 3,699,381 1,802,052 2,349,980 3,744,355 1,979,640 

１株当たり純資産額 （円） 100.73 28.71 47.53 48.31 40.34 

１株当たり中間（当

期）純損失 
（円） 15.65 19.59 1.16 102.94 14.04 

潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）

純利益 

（円） ― ― ― ― ― 

１株当たり配当額 （円） ― ― ― ― ― 

自己資本比率 （％） 48.5 53.1 77.2 43.1 72.3 

営業活動によるキャ

ッシュ・フロー 
（千円） ― △400,556 △121,492 ― △112,684 

投資活動によるキャ

ッシュ・フロー 
（千円） ― △278,435 △275,242 ― △498,822 

財務活動によるキャ

ッシュ・フロー 
（千円） ― △18,573 486,205 ― △31,825 

現金及び現金同等物

の中間期末（期末）

残高 

（千円） ― 78,673 222,377 ― 132,906 

従業員数 

［外、平均臨時雇用

者数］ 

（人） 
61 

(91) 

14 

(13) 

12 

(2) 

31 

(91) 

13 

(2) 



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社が営む事業内容について、重要な変更はありません。 

３【関係会社の状況】 

 該当事項はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

  

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成18年９月30日現在

従業員数（人） １２ (２） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当中間会計期間のわが国経済は、長引く中東紛争、相次ぐテロ被害や隣国での核実験などが相俟って国際情

勢は不安定な中にあるものの、新内閣の発足などの後押しを受け、多くの企業で業績が順調に推移し、企業経

済は活性化を見せ、個人消費においても回復の基調がみられるなど、経済社会全体としては概ね順調に推移し

ました。 

 このような経済情勢の中、当社は諸施策を積極的に実施してまいりましたが、当中間会計期間の業績は、売

上高は580百万円（前年同期比44.4％減）と年度当初予想を上回る結果を得ることができたものの、利益確保

には至らず経常損失48百万円(前年同期27百万円の経常利益)、中間純損失43百万円(前年同期653百万円の中間

純損失)となりました。 

  

（事業部門別の概況） 

①マーチャンダイジング事業 

マーチャンダイジング事業につきましては、アミューズメント施設に対する運営管理事業が好調に推移

し、売上高の増加及び利益の確保に寄与したものの、当中間期に売上を予定しておりましたパチンコ遊技

機・パチスロ遊技機のアミューズメント施設用メダルゲーム機器への転用事業が当期下期にずれ込んだこ

となどが起因し、当初予定した利益額の確保に至らないことを余儀なくされた結果となりました。 

 以上の結果、当事業部全体としては売上高439百万円(前年同期比13.7%増)と年度当初予想を上回る結果

を得、営業利益は101百万円(前年同期比4.0%減)となりました。 

  

②デジタル事業 

大手通信キャリア向けの公式サイトやオリジナルコンテンツの配信サイトへのコンテンツの企画開発及

び新サービスの提供を事業目的とするデジタル事業における当中間会計期間の業績につきましては、サー

ビス提供件数の増加を図るため、動画コンテンツや着うたフル®などの新たなタイプのコンテンツの企画

開発を積極的に図り、サービスの提供の増大、収益性及びサービス品質の改善に努めるなど運営体制の再

構築を推進いたしました。その結果、競合の激化及び淘汰が進む非常に厳しい市場環境の中、同事業全体

では僅かながら利益を確保するに至ることができましたが、対前年同期比では売上高、営業利益が共に大

きく下回る結果となりました。 

 この結果、当事業部全体としては売上高141百万円(前年同期比25.2%減)並びに営業利益１百万円(前年

同期比78.8%減)となりました。 

  

 なお、上記の金額には総務部門等管理部門にかかる配賦不能営業費用は含んでおりません。  

  

(2）キャッシュ・フロー 

当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の中間期末残高は、税引前中間純損失の

計上や貸付金の純増加等支出要因があったものの、株式の発行による収入などがあったことから前中間会計期間

末に比べ143百万円増加し、当中間会計期間末には222百万円となりました。 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果使用した資金は、121百万円（前年同期比69.7％減）となりました。 

これは税引前中間純損失（△42百万円）の計上、事業再構築引当金の減少（△14百万円）、仕入債務の減少 

（△78百万円）等の要因によるものです。 

    （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は、275百万円（前年同期比1.2％減）となりました。 

 これは主に貸付金の純増加（△235百万円）等の要因によるものです。  

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果得られた資金は、486百万円（前年同期は18百万円の使用）となりました。 

これは主に、新株予約権の行使による株式の発行による収入（426百万円）等があったことによるものであり

ます。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）商品仕入実績 

 当中間会計期間の仕入実績を事業部門別に示すと、次のとおりとなります。 

 （注）１．金額は仕入価格で表示しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）販売実績 

 当中間会計期間の販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりとなります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

    ２．前中間会計期間及び当中間会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

は次のとおりとなります。  

    ３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業部門別 
当中間会計期間 

自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前年同期比（％） 

デジタル事業（千円） 122,786 △22.3 

マーチャンダイジング事業（千円） 289,184 30.4 

合計（千円） 411,970 △46.0 

事業部門別 
当中間会計期間 

自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前年同期比（％） 

デジタル事業（千円） 141,304 △25.2 

マーチャンダイジング事業（千円） 439,153 13.7 

合計（千円） 580,458 △44.4 

相手先 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

 株式会社 三  共 31,483 3.0 241,910 41.7 

 株式会社アップフロントワークス 95,510 9.1 88,698 15.3 



３【対処すべき課題】 

①営業キャッシュ・フローの改善 

当社は、営業キャッシュ・フローを改善していくことが最重要課題と認識しております。 

このため当社は、以下に掲げる対策に全社一丸となって積極的に取組みいたしているところです。 

ア. 経営計画に基づいた営業戦略、経営戦略を立て、実行し、計画的に売上高並びに利益が確保でき

る事業経営体制に注力してまいります。 

イ. 売上債権の回収の促進、回収期間の短縮等を積極的に推進し、資金の適正運用を図ってまいりま

す。 

ウ. 事務の効率化と生産性の向上を図り、経費の効果的使用を推進してまいります。 

エ. キャッシュ・フロー最重視を図るため、「収益性・将来性が高く更に資金収支上もメリットのあ

る事業を当社事業ポートフォリオの中核に据える戦略を推進してまいります。 

     ② マーチャンダイジング事業 

版権ビジネスを主たる事業目的とする当事業は、当社の売上構成の大半を占め、アミューズメント機器全

般に対するコンテンツの版権のサブライセンサー及びライセンサーとして将来性を見込める事業部門であ

り、今後につきましては、ライセンサーとしての地位の拡大・確保に努め、売上高の拡大はもとより利益率

の向上を図ると共に多岐に亘るキャラクターグッズの企画・製造・販売までの総合的な事業経営体制を構築

し、スケールメリットのある継続的な収益を見込めるビジネスモデルの確立を目指してまいります。 

③ デジタル事業 

デジタル事業における当面の課題は、コンテンツ利用会員の確保・増員を容易為らしめ、継続的に利用回

数の増加及び大幅な売上増に繋がるキラーコンテンツの開発・販売を継続して進めていくことにあります。

今後は人材の育成及びエキスパートの補充などにより、これを積極的に推進してまいります。 

 また、成長が豊かな市場でもあり、収益増大が見込めるモバイルeコマースサービスにつきましては、企

画内容の充実化を図り、客単価の増大による安定した事業経営の基盤構築に向けた事業展開を図ってまいり

ます。  

④ 新規事業 

新規事業として遊休施設の転用・運用等に係るコンサルティングビジネス等の新たな事業への参入を積極

的に推進し、業容の拡大及び安定化に努めてまいります。 

 当社は、新規事業を推進するに際し、収益性並びに高い投資効果が得られる事業への展開を必要不可欠な

条件と考えており、基幹事業とすべく早急な事業展開を推進してまいります。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はありませ

ん。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 71,000,000 

計 71,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年12月22日） 

上場証券取引所名又は登
録証券業協会名 

内容 

普通株式 38,276,857 38,276,857 ジャスダック証券取引所 － 

計 38,276,857 38,276,857 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

①旧商法に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。 

平成16年7月14日の取締役会決議、株式会社コモンウェルス・エンターテインメント第1回無担保転換社債型

新株予約権付社債（以下「本社債」という。）（平成16年7月30日発行） 

（注）１ ただし、本新株予約権の目的たる株式の数は、転換価額の調整が行われる場合には、次の算式により調整され

ます。なお、調整の結果、１株未満の端数が生じる場合はこれを切り捨てます。 

２ 本新株予約権の行使に際し、１株当たりの払い込むべき金額（以下、「転換価額」という。）は、以下のとお

りであります。 

ア）当初転換価額 

当初転換価額は263円とします。 

イ）転換価額の修正 

転換価額は、転換前日を基準日としジャスダック証券取引所が公表する当社普通株式の普通取引の終値があ

る前３取引日（本新株予約権の行使の当日を含まない。）の平均値の90％の1円未満を切り上げた金額が、

その日までの転換価額を１円以上上回る場合または下回る場合には、転換価額はその価額に修正されます。

  
当中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権付社債の残高（千円） 9,500 同左 

新株予約権の数（個） 95 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 36,121（注）１ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（転換価額） （注）２ 同左 

新株予約権の行使期間 

自 平成16年９月１日 

至 平成21年７月29日 

（繰上償還される場合には、

当該償還日の前営業日まで）

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額 

発行価格：転換価額 

資本組入額：株式の発行価格

に0.5を乗じた

金額とし、１円

未満の端数が生

じる場合は、こ

れを切り上げた

額とする。 

同左 

新株予約権の行使の条件 

当社が本社債につき期限の利

益を喪失した場合には、以後

新株予約権を行使することは

できないものとする。また、

本新株予約権の一部行使はで

きないものとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

商法第341条ノ２第４項の定

めにより、本社債の社債部分

と本新株予約権のうち一方の

みを譲渡することはできな

い。 

同左 

代用払込みに関する事項 （注）３ ― 

   株式の数 ＝ 
新株予約権の行使請求にかかわる本社債の発行価額の総額 

１株当たりの新株予約権の行使時の払込金額（転換価額） 



ウ）転換価額の調整 

転換価額は、本新株予約権付社債の発行後、当社が普通株式の時価を下回る発行価額または処分価額で当社

普通株式を発行または処分する場合には、次の算式により調整されます。なお、次の算式において、「既発

行株式数」は当社の発行済株式総数（但し、普通株式に係る自己株式数を除く。）を指します。 

また、転換価額は、当社普通株式の分割・併合、当社普通株式の時価を下回る価額をもって当社普通株式の

交付を請求できる新株予約権（転換社債型新株予約権付社債に付されたものを含む。）の発行等が行われる

場合その他一定の事由が生じた場合にも適宜調整されます。 

    ３．本新株予約権を行使したときは、本社債の全額の償還に代えて当該本新株予約権の行使に際して払込をなすべ

き額の全額の払込があったものとみなします。 

  

  ② 旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

      平成16年11月25日臨時株主総会決議 

（注）１．新株予約権の発行日（以下「発行日」という。）以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算

式により目的となる株式の数を調整するものとします。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点

で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数についてのみ行われ、調整により１株未満の端数が生じ

た場合は、これを切り捨てるものとします。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

また、発行日以降、当社が他の会社と合併を行う場合、当社が会社分割を行う場合、その他株式数の調整を必

要とするやむを得ない事由が生じた時は、必要と認める株式数の調整を行います。 

    ２．新株予約権の発行日（以下「発行日」という。）以降、株式の分割または併合を行う場合は、次の算式により

払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

      また、発行日以降、当社が時価を下回る価額で新株を発行する場合は、次の算式により払込価額を調整し、調

整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

      また、発行日以降、当社が他の会社と合併を行う場合、当社が株式分割を行う場合、その他行使価額の調整を

必要とするやむを得ない事由が生じた時は、必要と認める払込価額の調整を行うものとします。 

  
既発行株式数 ＋

新発行・処分株式数 × 1株当たりの発行・処分価額

     調整後転換価額 ＝ 調整前転換価額 × 
時価 

既発行株式数 ＋ 新発行・処分株式数 

  
当中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数（個） 300  同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 300,000（注）１ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 158 (注）２ 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年10月24日 

至 平成19年11月30日   
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） 

発行価格： １株当たり158 

資本組入額：１株当たり 79 

同左 

同左 

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには、

取締役会の承認を要する。 
同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率

  
既発行株式数 ＋ 

新発行・処分株式数 × 1株当たりの発行・処分価額

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 
時価 

既発行株式数 ＋ 新発行・処分株式数 



   ３．① 新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という）は、権利行使時において、当社の顧問の地

位にあることを要します。② 新株予約権の譲渡、質入その他一切の処分を認めないものとします。③ 各新

株予約権の一部行使はできないものとします。④ 新株予約権者が新株予約権の行使期間到来後に死亡した場

合、その相続人は、本新株予約権を相続することができるものとします。⑤ その他の権利行使の条件につい

ては、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによります。 

③会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

  平成18年６月29日定時株主総会決議 

（注）１. 株式数の調整 

    ① 当社が新株予約権発行日以降に、株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式数を 

調整するものとします。ただし、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の

目的となる株式の数についてのみ行われ、調整により１株未満の端数が生じるときは、これを切り捨てるもの

とします。 

    ② 当社が新株予約権発行日以降に、他の会社と合併を行う場合、当社が会社分割を行う場合、その他株式数の 

調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、必要と認める株式数の調整を行うものとします。 

    ２. 払込金額の調整 

    ① 発行日以降、株式の分割または併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円

未満の端数は切り上げるものとします。 

    ② 発行日以降、当社が時価を下回る価格で新株式を発行する場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整に

より生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

    ③ 発行日以降、当社が他の会社と合併を行う場合、当社が会社分割を行う場合、その他行使価額の調整を必要と

するやむを得ない事由が生じたときは、必要と認める行使価額の調整を行うものとします。 

  
当中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数（個） 600  同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 600,000（注）１ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 197 (注）２ 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年８月28日 

至 平成21年６月30日   
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） 

発行価格： １株当たり197 

資本組入額：１株当たり 99 

同左 

同左 

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには、

取締役会の承認を要する。 
同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率

    
既発行株式数 ＋ 

新発行・処分株式数 × １株当たり発行・処分価額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
時価 

既発行株式数 ＋ 新発行・処分株式数 



   ３. 行使の条件 

    ① 新株予約権者は、新株予約権の行使時において、当社の顧問の地位にあることを要するものとします。但し、

当社取締役会が正当な理由があると認めた場合はこの限りでありません。 

    ② 新株予約権の譲渡、質入その他一切の処分を認めないものとします。 

    ③ 各新株予約権の一部行使はできないものとします。 

    ④ 新株予約権者が新株予約権の行使期間到来後に死亡した場合、その相続人は、本新株予約権を相続することが

できるものとします。 

    ⑤ その他の権利行使の条件については、平成18年６月29日開催の第29回定時株主総会および平成18年８月18日開

催の取締役会決議に基づいて、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによ

るものとします。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注）新株予約権の行使による増加であります。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成18年４月１日～

平成18年９月30日

（注）  

2,700,000 38,276,857 213,300 2,906,166 213,300 1,956,547 



(4）【大株主の状況】 

 （注）１．証券保管振替機構名義の失念株が225千株あります。 

２．上記のほか、自己株式が116千株あります。 

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式225,000株が含まれております。 

     また「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数225個が含まれております。 

  平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

安田 隆夫 東京都港区 6,620 17.29 

株式会社モバイル・エンター

テイメント・コミュニケーシ

ョンズ 

東京都世田谷区玉川３丁目７番１号 5,720 14.94 

柳田 康友 東京都港区 1,638 4.28 

株式会社モアプランニング 埼玉県戸田市大字新曾98番地２ 1,425 3.72 

楽園堂株式会社  東京都世田谷区下馬５丁目39番20号 900 2.35 

ブイ・シー管理株式会社  埼玉県戸田市上戸田５丁目19番７号 823 2.15 

インター・アセット・ジャパ

ン株式会社 
東京都港区愛宕２丁目５番１号 751 1.96 

達山 隆志 東京都港区 650 1.69 

大西 幸四郎  東京都杉並区  598 1.56 

旭インベストメント株式会社 東京都港区虎ノ門４丁目１番40号 551 1.43 

計 － 19,676 51.37 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   116,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  38,068,000             38,068 － 

単元未満株式 普通株式      92,857 － － 

発行済株式総数           38,276,857 － － 

総株主の議決権 －             38,068 － 



②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成18年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

㈱コモンウェル

ス・エンターテイ

ンメント 

東京都港区麻布十

番１丁目10番10号 
116,000 ― 116,000 0.30 

計 － 116,000 ― 116,000 0.30 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 302 273 253 247 228 220 

最低（円） 240 205 201 160 159 168 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日）及

び当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表について監査法人ナカチにより中

間監査を受けております。 

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   78,673   222,377 132,906   

２．受取手形   4,457   － 6,299   

３．売掛金   307,133   388,562 385,932   

４．たな卸資産   5,697   － －   

５．短期貸付金   2,111,600   2,453,300 2,219,800   

６．未収入金   198,850   － 42,152   

７．その他 ※３  30,906   97,477 35,257   

貸倒引当金   △1,402,558   △1,423,527 △1,422,153   

流動資産合計     1,334,760 74.1 1,738,190 74.0   1,400,195 70.7

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１         

(1）建物   28,936   24,504 26,720   

(2）その他   5,568   5,403 4,574   

有形固定資産合
計 

    34,505 1.9 29,908 1.3   31,295 1.6

２．無形固定資産     52,554 2.9 － －   － －

(1）コンテンツ版
権仮勘定 

  －   211,326 194,747   

(2）その他   －   5,774 7,716   

無形固定資産合
計 

    － － 217,100 9.2   202,463 10.2

３．投資その他の資
産 

          

(1）破産債権更生
債権等 

  77,264   82,544 77,264   

(2）敷金差入保証
金 

  315,565   325,022 283,172   

(3）その他   94,035   65,240 91,442   

貸倒引当金   △106,632   △108,026 △106,193   

投資その他の資
産合計 

    380,232 21.1 364,780 15.5   345,685 17.5

固定資産合計     467,291 25.9 611,790 26.0   579,444 29.3

資産合計     1,802,052 100.0 2,349,980 100.0   1,979,640 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金   228,405   291,277 372,035   

２．短期借入金   8,482   60,000 －   

３．未払金   105,251   － 20,604   

４．賞与引当金   4,349   5,307 4,573   

５．事業再構築引当
金 

  43,000   12,642 27,000   

６．債務保証損失引
当金 

  21,239   18,401 17,743   

７．その他 ※３ 73,162   51,374 39,941   

流動負債合計     483,890 26.9 439,004 18.7   481,898 24.3

Ⅱ 固定負債           

１．転換社債型新株
予約権付社債 

  304,000   9,500 9,500   

２．退職給付引当金   5,306   7,584 6,293   

３．預り保証金   50,000   58,226 50,000   

  ４．その他   1,154   1,251 1,251   

固定負債合計     360,460 20.0 76,563 3.2   67,045 3.4

負債合計     844,350 46.9 515,567 21.9   548,943 27.7

            

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     2,545,616 141.2 － －   2,692,866 136.0

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金   1,595,997   － 1,743,247   

資本剰余金合計     1,595,997 88.5 － －   1,743,247 88.1

Ⅲ 利益剰余金           

１．任意積立金   1,214   － 1,214   

２．中間（当期）未
処理損失 

  3,117,496   － 2,938,325   

利益剰余金合計     △3,116,282 △172.9 － －   △2,937,110 △148.4 

Ⅳ 自己株式     △67,630 △3.7 － －   △68,306 △3.5

資本合計     957,701 53.1 － －   1,430,696 72.3

負債資本合計     1,802,052 100.0 － －   1,979,640 100.0 

 



    
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

            

（純資産の部）            

Ⅰ 株主資本                  

１. 資本金    － －  2,906,166 123.7  － － 

２. 資本剰余金            

(1）資本準備金   －   1,956,547   －   

資本剰余金合計    － －  1,956,547 83.2  － － 

３. 利益剰余金            

(1）その他利益剰余
金 

              

特別償却準備金   －   652   －   

繰越利益剰余金   －   △2,980,795   －   

利益剰余金合計    － －  △2,980,143 △126.8  － － 

４. 自己株式    － －  △68,701 △2.9  － － 

株主資本合計    － －  1,813,870 77.2  － － 

Ⅱ 新株予約権    － －  20,542 0.9  － － 

純資産合計    － －  1,834,412 78.1  － － 

負債純資産合計    － －  2,349,980 100.0  － － 

           



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     1,044,069 100.0 580,458 100.0   3,990,579 100.0 

Ⅱ 売上原価     754,065 72.2 411,970 71.0   3,293,801 82.5

売上総利益     290,003 27.8 168,487 29.0   696,777 17.5

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    273,394 26.2 224,475 38.7   492,260 12.3

営業利益又は営業
損失（△） 

    16,609 1.6 △55,988 △9.7   204,517 5.1

Ⅳ 営業外収益 ※１   11,640 1.1 14,451 2.5   26,213 0.7

Ⅴ 営業外費用 ※２   488 0.0 7,195 1.2   4,758 0.1

経常利益又は経常
損失（△） 

    27,760 2.7 △48,732 △8.4   225,971 5.7

Ⅵ 特別利益 ※３   893,916 85.6 7,213 1.2   892,159 22.4

Ⅶ 特別損失 ※４   1,574,117 150.8 801 0.1   1,590,795 39.9

税引前中間（当
期）純損失 

    652,441 △62.5 42,320 △7.3   472,664 △11.8

法人税、住民税及
び事業税 

    1,281 0.1 712 0.1   1,886 0.0

中間（当期）純損
失 

    653,722 △62.6 43,032 △7.4   474,550 △11.9

前期繰越損失     2,463,774 －   2,463,774 

中間（当期）未処
理損失 

    3,117,496 －   2,938,325 

            



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計 資本準備

金 
資本剰余
金合計 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 特別償却

準備金 
繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 残高 

          （千円） 
2,692,866 1,743,247 1,743,247 1,214 △2,938,325 △2,937,110 △68,306 1,430,696 

中間会計期間中の変動額         

新株の発行    213,300 213,300 213,300         426,600 

特別償却準備金の取崩         △562 562 －   － 

中間純損失            △43,032 △43,032   △43,032 

自己株式の取得               △394 △394 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
                

中間会計期間中の変動額合計 

          （千円） 
213,300 213,300 213,300 △562 △42,469 △43,032 △394 383,173 

平成18年９月30日 残高 

          （千円） 
2,906,166 1,956,547 1,956,547 652 △2,980,795 △2,980,143 △68,701 1,813,870 

 新株予約権 純資産合計 

平成18年３月31日 残高 

          （千円） 
－ 1,430,696 

中間会計期間中の変動額   

新株の発行      426,600 

特別償却準備金の取崩    －

中間純損失       △43,032 

自己株式の取得     △394 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
20,542 20,542 

中間会計期間中の変動額合計 

          （千円） 
20,542 403,715 

平成18年９月30日 残高 

          （千円） 
20,542 1,834,412 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

税引前中間（当期）
純損失 

  △652,441 △42,320 △472,664

減価償却費   9,808 5,263 14,953

貸倒引当金の増加額   1,381,794 3,207 1,400,951

関係会社事業損失引
当金の減少額 

  △1,302,175 － △1,302,175

事業再構築引当金の
減少額 

  △96,081 △14,357 △111,492

債務保証損失引当金
の増加額 

  21,239 657 17,743

事業再構築費用   150,622 － 150,225

売上債権の増減額   △91,584 3,670 △172,169

たな卸資産の減少額   86,082 － 91,780

未収入金の減少額   237,251 7,628 356,065

営業保証金の増加額   △137,397 － △103,257

仕入債務の増減額   37,441 △78,898 186,771

預り保証金の増加額   48,900 7,726 26,600

その他   △74,657 △11,882 △172,494

小計   △381,195 △119,304 △89,161

利息及び配当金の受
取額 

  158 － 158

利息の支払額   △193 △127 △1,583

法人税等の支払額   △19,326 △2,059 △22,098

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △400,556 △121,492 △112,684

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

定期預金の払戻しに
よる収入 

  50,000 － 50,000

無形固定資産の取得
による支出 

  △43,024 － △194,869

貸付による支出   △298,530 △235,000 △408,630

貸付金の回収による
収入 

  19,115 3,687 21,938

敷金差入保証金の差
入による支出  

  － △41,850 －

敷金差入保証金の返
還による収入 

  26,147 － 65,622

 



    
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

出資金の支出   △32,226 － △32,856

 その他   82 △2,079 △28

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △278,435 △275,242 △498,822

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

短期借入金の増減額   △15,000 60,000 △15,000

株式の発行による収
入 

  － 426,600 －

その他   △3,573 △394 △16,825

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △18,573 486,205 △31,825

Ⅳ 現金及び現金同等物の
増減額 

  △697,565 89,471 △643,332

Ⅴ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  776,238 132,906 776,238

Ⅵ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

※１ 78,673 222,377 132,906

    



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当社の営業キャッシュ・フローは、連続し

てマイナスの状態が継続しております。前中

間会計期間においては86,764千円、当中間会

計期間も400,556千円、営業キャッシュ・フ

ローのマイナスを計上いたしました。当該状

況により、継続企業の前提に関する重要な疑

義が存在しております。 

当社は、営業キャッシュ・フローのマイナ

スが恒常的に続いている経営体質からの脱却

に向け、前事業年度から当中間会計期間にか

けて、不採算部門の事業再編及び本社管理部

門のリストラクチャリング等の抜本的な対策

を実施し、店舗運営事業を中心とする経営か

ら、経営効率が良く、高収益が見込まれるマ

ーチャンダイジング事業及びデジタルコンテ

ンツ事業を機軸とした総合エンターテインメ

ント事業への業態転換を図りました。これ

は、営業キャッシュ・フローのマイナスの主

たる要因でありました店舗運営事業部門（家

庭用ゲームソフト・ゲーム機器の販売）から

撤退することによって、資金収支の大幅な改

善を目指したものです。 

なお、店舗運営事業部門からの撤退は、当

中間会計期間末をもって完了いたしておりま

すが、その本格的な経済効果は当下半期以降

に表れる見込みであります。  

当社の営業キャッシュ・フローの黒字化に

向けた取組みとして、事業再編及び経費節減

に加え新規事業への参入を推進しておりま

す。具体的には、集客力及び高い収益性が期

待できる事業として、大型店舗を全国的に展

開している総合ディスカウントストアとの提

携事業や、市場規模が大きく今後更なる拡大

が見込まれるアニメビジネスへの本格参入を

積極的に展開しております。これらの新規事

業への参入が実現した場合には、収益性の向

上及びキャッシュ・フローの両面から当社の

財務基盤の改善に大きく貢献することが見込

まれております。  

当社は誠に遺憾ながら営業キャッシュ・フ

ローの黒字化までには至っておりませんが、

当中間会計期間において27,760千円の経常利

益を計上し、財務内容も改善しておりま

す。  

従いまして、中間財務諸表は継続企業を前

提として作られており、このような重要な疑

義の影響を反映しておりません。  

当社は、これまで連続して営業キャッシ

ュ・フローがマイナスの状態が継続してお

り、当中間会計期間においても121,492千

円のマイナス営業キャッシュ・フローとな

っております。当該状況により、継続企業

の前提に関する重要な疑義が存在しており

ます。 

当社は、恒常的な営業キャッシュ・フロー

赤字体質から脱却するため、これらの主因で

あった店舗運営事業の廃止、組織人員の再編

等の事業構造の転換を前事業年度に実施し、

当中間会計期間においては運転資金の管理徹

底や販売費及び一般管理費の抑制等の諸施策

を徹底して推進すると共に、営業活動におい

てはキャラクター版権商品化事業及び携帯コ

ンテンツ事業等の既存事業の拡充に加え、大

手ディスカウントストアとの共同事業等の新

規事業にも積極的に取組みするなどにより、

財務基盤も徐々にではありますが改善の兆し

を見せております。 

しかしながら、当中間会計期間において

は,これまでの経営諸施策並びに事業計画が

齎した経済効果は、当初期待したほどの結果

を得ることができず、更に経営施策の一部が

上期から下期へとずれ込んだことなどもあり

42,320千円の税引前中間純損失を計上するに

至り、この結果、営業キャッシュ・フローに

ついてもマイナス計上の止む無きに到りまし

た。 

現在、当社の本来事業でありますパチン

コ・パチスロ向け版権商品化を柱とするキャ

ラクター商品化事業、デジタルコンテンツを

中心とした既存事業の拡充にアニメ製作委員

会への参画、作品の商品化権許諾ビジネスな

どの新規事業への参入がほぼ当初の計画通り

進んでおり、今後につきましては、当社の事

業基盤・収益力は改善されるものと確信して

おり、営業キャッシュ・フローの改善に向け

大きく前進して行くものと考えております。 

こうした諸施策の実施により、当社の事業

基盤は順調に拡大し収益力も着実に強化され

る見通しであり、キャッシュ・フローの面で

も、黒字化に向けての中長期的な方向性が明

確になってきております。 

 従いまして、中間財務諸表は継続企業を前

提として作成されており、このような重要な

疑義の影響を反映しておりません。 

当社は、過去６会計期間連続して営業キャ

ッシュ・フローがマイナスの状態が継続し、

当会計期間においても112,684千円のマイナ

ス営業キャッシュ・フローとなっておりま

す。当該状況により、継続企業の前提に関す

る重要な疑義が存在しております。 

このため当社は、企業としての社会的責任

を全うしていくうえでも営業キャッシュ・フ

ローの黒字化が企業体力強化に必須の課題と

認識しており、実現のための経営諸施策を鋭

意実施してまいる所存です。 

当社は、営業キャッシュ・フロー赤字体質

からの脱却に向けた中長期的な取組みとし

て、既存事業の拡大・発展と新規事業の確立

を中心として積極的に展開し事業基盤の安定

強化を図ってまいります。また、これら事業

推進の円滑化と迅速化を担う運転資金管理の

徹底、販売費及び一般管理費削減等の諸施策

についても積極的に推進してまいります。 

当会計期間においては、パチンコ、パチス

ロへの版権商品化及び液晶基盤の開発等の遊

技機関連事業及びキャラクター商品化事業を

柱として積極的に事業を展開し、売上高増に

大きく貢献しました。一方、慢性的なキャッ

シュ・フロー赤字の主因であった店舗運営事

業につきましては、平成17年9月30日をもち

まして当事業の全部を廃止し、これに伴う本

社部門の合理化等を併せて実施しました。そ

の結果、営業収益を確保するに至るなど、財

務体質改善に大きく前進が見られましたもの

の、直営の店舗廃止に伴う特別損失が大き

く、営業キャッシュ・フローはマイナス計上

の止む無きに至りました。 

しかしながら、当期全体の事業経営につい

ては、前期まで継続的に計上しておりました

営業損失並びに経常損失から営業利益

（204,517千円）及び経常利益（225,971千

円）を確保できる事業経営へと変わりまし

た。業績は着実に改善しており、この経営状

況は来期以降も継続する見通しであり、今後

の営業キャッシュ・フロー黒字化定着に直結

するものと考えております。 

当社独自のノウハウを蓄積したキャラクタ

ー商品化事業、デジタルコンテンツ事業の既

存事業に加え、来期以降、市場の更なる拡大

が見込まれるアニメビジネス並びに業務・資

本提携契約に基づいた大手総合ディスカウン

トストアとの共同事業が本格稼動する見通し

であります。既存事業からの安定的な利益獲

得に加え、収益性・成長性が期待できる新規

事業が順調に推移することにより、当社の財

務基盤は大きく改善することが見込まれてお

ります。 

 従いまして、財務諸表は継続企業を前提と

して作成されており、このような重要な疑義

の影響を反映しておりません。 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

    たな卸資産 

商品  移動平均法による低

価法 

  

       ───── 

  

  

       ───── 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

(1）有形固定資産 

同左 

 建物 ６～15年

工具、器具及び備品 ５～10年

建物 ６～15年

工具、器具及び備品６～８年

  

 (2）無形固定資産 

  ソフトウェア 

 自社利用のソフトウェアにつ

いては社内における利用可能期

間（5年）による定額法を採用

しております。 

(2）無形固定資産 

     ソフトウェア 

 同左 

(2)無形固定資産 

    ソフトウェア  

同左  

     コンテンツ版権 

  法人税法に定める特別な償却

方法と同様の償却方法により２

年で償却しております。  

    コンテンツ版権 

同左  

    コンテンツ版権 

同左  

 ３．引当金の計上基準  (1)貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。 

 (1)貸倒引当金 

同左 

 (1)貸倒引当金 

同左  

  (2)賞与引当金 

  従業員の賞与の支給に備えるた

め、将来の支給見込額のうち当中

間会計期間に負担すべき金額を計

上しております。 

 (2)賞与引当金 

同左  

 (2)賞与引当金 

  従業員の賞与の支給に備えるた

め、将来の支給見込額のうち当期

に負担すべき金額を計上しており

ます。 

  (3)退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務の見込額（自己都合退職に

よる期末要支給額）に基づき、当

中間会計期間末において発生して

いると認められる額を計上してお

ります。 

 (3)退職給付引当金 

同左  

 (3)退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債務

（自己都合退職による期末要支給

額）を計上しております。 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (4)事業再構築引当金 

当社において、事業再構築に

伴う損失に備えるため、店舗運

営事業の廃止によって発生する

費用のうち、合理的に見積もる

事のできる費用を計上しており

ます。 

(4)事業再構築引当金 

同左 

(4)事業再構築引当金 

同左 

 (5)債務保証損失引当金 

債務保証に係る損失に備える

ため、債務保証先の財政状態を

勘案し、損失負担見込額を計上

しております。  

(5)債務保証損失引当金 

同左 

(5)債務保証損失引当金 

同左 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

同左 同左 

５．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フロ

ー計算書）における資金の

範囲 

 手許現金、随時引出可能な預金

及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっておりま

す。 

同左 同左 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

 消費税等の会計処理 

同左 

 消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

 （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 

平成14年8月9日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第6号 平成15年10月31日）を適用して

おります。 

これによる損益に与える影響はありません。 

──────  （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会

計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の

設定に関する意見書」（企業会計審議会 平

成14年8月9日））及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第6号 平成15年10月31日）を適用してお

ります。 

これによる損益に与える影響はありません。 

──────  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第5号 平成17年12月9日）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号 

平成17年12月9日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額

は1,813,870千円であります。 

 なお、当中間会計期間における中間貸借対

照表の純資産の部については、中間財務諸表

等規則の改正に伴い、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。 

────── 

──────  （ストック・オプション等に関する会計基

準） 

 当中間会計期間より、「ストック・オプシ

ョン等に関する会計基準」（企業会計基準第8

号 平成17年12月27日）及び「ストック・オ

プション等に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第11号平成18年5月31

日）を適用しております。 

 これにより営業損失、経常損失及び税引前

中間純損失は、それぞれ4,493千円増加してお

ります。  

────── 



表示方法の変更 

注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

 前中間期まで、流動資産の「その他」に含めて表示しておりまし

た「未収入金」は、資産の総額の100分の５を超えたため、当中間期

末より区分表記しております。なお、前中間期の「未収入金」の金

額は441千円であります。 

 前中間期まで、区分掲記していた「未収入金」は、資産の総額の

100分の５以下となったので、当中間期末より流動資産の「その他」

に含めて表示しております。 

 なお、当中間期の「未収入金」の金額は34,524千円であります。 

 前中間期まで、流動負債の「その他」に含めて表示しておりまし

た「未払金」は、負債及び資本の総額の100分の５を超えたため、当

中間期末より区分表記しております。 

  なお、前中間期の「未払金」の金額は110,100千円であります。 

 前中間期まで、「無形固定資産」に含めて表示しておりました

「コンテンツ版権仮勘定」は、資産の総額の100分の５を超えたた

め、当中間期末より区分掲記しております。 

 なお、前中間期の「コンテンツ版権仮勘定」の金額は43,024千円

であります。 

 前中間期まで、区分掲記していた「未払金」は負債及び純資産の

合計額の100分の５以下となったので、当中間期末より流動負債の

「その他」に含めて表示しております。 

 なお、当中間期の「未払金」の金額は5,532千円であります。 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

36,627千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

41,206千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

39,837千円 

 ２ 受取手形裏書譲渡高 

4.709千円 

 ２           ――――― 

  

 ２           ――――― 

  

※３ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺の

うえ、流動資産の「その他」に含めて表示

しております。 

※３ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺の

うえ、流動負債の「その他」に含めて表示

しております。 

※３           ――――― 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 9,302千円 受取利息 14,039千円 受取利息 20,362千円

債権債務精算益 3,256千円

※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 236千円 支払利息 356千円

株式交付費  2,847千円

貸倒引当金繰入額 1,682千円

支払利息 1,623千円

新株発行費 1,202千円

貸倒引当金繰入額  1,588千円

※３ 特別利益の主要項目 ※３ 特別利益の主要項目 ※３ 特別利益の主要項目 

関係会社事業損失引

当金戻入益 
892,159千円

事業再構築引当金戻

入益 
7,213千円

関係会社事業損失引

当金戻入益 
892,159千円

※４ 特別損失の主要項目 ※４ 特別損失の主要項目 ※４ 特別損失の主要項目 

事業再構築費用  150,622千円

特別退職金 14,424千円

貸倒引当金繰入額 1,383,224千円

債務保証損失引当金繰

入額 
25,846千円

固定資産除却損  143千円

債務保証損失引当金繰

入額 
657千円

貸倒引当金繰入額 1,399,224千円

事業再構築費用 150,225千円

特別退職金 14,424千円

債務保証損失引当金

繰入額 

26,920千円

５ 減価償却実施額 ５ 減価償却実施額 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 4,897千円

無形固定資産 5,475千円

有形固定資産 3,322千円

無形固定資産 1,941千円

有形固定資産 8,107千円

無形固定資産 7,410千円



（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  1．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１. 普通株式の発行済株式総数の増加2,700,000株は、新株予約権の権利行使による新株の発行によるものであ

       ります。 

     ２. 普通株式の自己株式の株式数の増加1,614株は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

 ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 （注）上表の新株予約権は、すべて権利行使可能なものであります。    

  

  ３．配当に関する事項 

    該当事項はありません。 

  

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数（株） 

当中間会計期間減
少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

発行済株式     

普通株式  （注）1 35,576,857 2,700,000 － 38,276,857 

合計 35,576,857 2,700,000 － 38,276,857 

自己株式     

普通株式  （注）２ 114,541 1,614 － 116,155 

合計 114,541 1,614 － 116,155 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  
当中間会計
期間末残高
（千円） 前事業年度

末 
当中間会計
期間増加 

当中間会計
期間減少 

当中間会計
期間末 

 提出会社 ストック・オプション等と

しての新株予約権 
－ － － － － 20,542 

合計 － － － － － 20,542 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

（平成17年９月30日現在） 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

（平成18年９月30日現在） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借

対照表に掲記されている科目の金額との

関係 

（平成18年３月31日現在） 

現金及び預金期末残高 78,673千円

預入期間が３ヵ月を超え

る定期預金 
─  千円

現金及び現金同等物の中

間期末残高 
78,673千円

現金及び預金期末残高 222,377千円

預入期間が３ヵ月を超え

る定期預金 
─  千円

現金及び現金同等物の中

間期末残高 
222,377千円

現金及び預金期末残高 132,906千円

預入期間が３ヵ月を超え

る定期預金 
─  千円

現金及び現金同等物の期

末残高 
132,906千円



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

  

工具、

器具及

び備品 

ソフト

ウェア 
合計 

取得価額相

当額 

113,836 

千円 

25,580 

千円 

139,416 

千円 

減価償却累

計額相当額 

88,941 

千円 

18,332 

千円 

107,274 

千円 

中間期末残

高相当額 

24,894 

千円 

7,247 

千円 

32,142 

千円 

  

工具、

器具及

び備品 

合計 

取得価額相

当額 

26,352 

千円 

26,352 

千円 

減価償却累

計額相当額 

19,269 

千円 

19,269 

千円 

中間期末残

高相当額 

7,083 

千円 

7,083 

千円 

  

工具、

器具及

び備品 

合計 

取得価額相

当額 

28,273 

千円 

28,273 

千円 

減価償却累

計額相当額 

18,555 

千円 

18,555 

千円 

期末残高相

当額 

9,718 

千円 

9,718 

千円 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 18,620千円

１年超 15,293千円

合計 33,914千円

１年以内 5,259千円

１年超 2,086千円

合計 7,386千円

１年以内 5,314千円

１年超 4,763千円

合計 10,078千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

支払リース料 14,866千円

減価償却費相当額 13,941千円

支払利息相当額 555千円

支払リース料 2,802千円

減価償却費相当額 2,635千円

支払利息相当額 110千円

支払リース料 6,105千円

減価償却費相当額 5,750千円

支払利息相当額 326千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相

当額の差額を利息相当額とし、各期への配

分方法については、利息法によっておりま

す。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

（前中間会計期間）（平成17年９月30日現在） 

該当事項はありません。 

（当中間会計期間）（平成18年９月30日現在） 

該当事項はありません。 

         (前事業年度)(平成17年３月31日現在) 

該当事項はありません。 

（デリバティブ取引関係） 

（ストック・オプション等関係） 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

   当中間会計期間における費用計上額及び科目名 

     販売費及び一般管理費   4,493千円 

  

（持分法損益等） 

（１株当たり情報） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 当社はデリバティブ取引を全く利

用していないため、該当事項はあり

ません。 

  同左   同左 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 当社は関連会社がないため、該当

事項はありません。 

  同左   同左 

項    目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 28円71銭 47円53銭 40円34銭 

１株当たり中間(当期)純損

失 
19円59銭 1円16銭 14円04銭 

潜在株式調整後１株当たり

中間(当期)純利益 

なお、潜在株式調整後１

株当たり中間純利益金額に

ついては、潜在株式は存在

するものの1株当たり中間

純損失が計上されているた

め、記載しておりません。 

同左  なお、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額に

ついては、潜在株式は存在

するものの１株当たり当期

純損失が計上されているた

め、記載しておりません。 



 （注） １株当たり中間（当期）純損失の算定上の基礎は、以下の通りであります。 

（重要な後発事象） 

  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

中間（当期）純損失（千円） 653,722 43,032 474,550 

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― ― 

普通株式に係る中間（当期）純損失

（千円） 
653,722 43,032 474,550 

期中平均株式数（千株） 33,364 36,980 33,794 

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり中間（当期）純

利益の算定に含めなかった潜在株式

の概要 

転換社債型新株予約権

付社債の残高 

304,000千円 

新株予約権の残高 

3,040個 

  

  

  

転換社債型新株予約権

付社債の残高 

9,500千円 

新株予約権の残高 

95個 

  

 新株予約権2種類 

 新株予約権の個数900個 

転換社債型新株予約権

付社債の残高 

9,500千円 

新株予約権の残高 

95個 

  

  

  

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ――――― 

  

 ――――― 

  

新株予約権（ストックオプショ

ン）の権利行使 

当事業年度終了後、平成18年6月20

日に新株予約権（ストックオプショ

ン：平成16年11月25日臨時株主総会

決議 平成17年10月24日発行）の一

部権利行使（2,700個）を受けまし

た。当該新株予約権の権利行使の概

要は次のとおりです。 

増加した株式数   2,700,000株 

増加した資本金   213,300千円 

増加した資本準備金 213,300千円 

これにより平成18年6月29日現在の

発行済株式数は38,276,857株、資本

金は、2,906,166千円、資本準備金は

1,956,547千円となりました。 

  



(2）【その他】 

① 決算日後の状況 

特記事項はありません。 

② 訴訟 

当社は、インターネットカフェ事業「e－パレット」の営業の全部を、平成17年3月31日株式会社アバンに

譲渡し、譲渡対象店舗の一部につき賃貸人の承諾を得て同社へ転貸していたところ、同社が、当該店舗の

営業廃止により当該転貸借契約の解約を申し出たため、賃貸人との協議のうえ、原賃貸借契約を31,216千

円の解約金を支払うことを条件に解約の合意に至りました。しかしながら、同店舗の賃貸借契約を解約す

ることによって当社に生じる賃貸人への解約違約金等は、同社が負担するものとする約定であるにも拘ら

ず、同社がこれを履行しないため、当社は、同契約の債務不履行による当該金額の損害賠償請求訴訟を、

平成18年3月24日京都地方裁判所へ提訴し、現在係争中であります。 

 当社としては、正当な論拠を主張し、勝訴できるものと判断しております。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書の提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1)有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第29期）（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）平成18年６月29日関東財務局長に提出 

(2)有価証券届出書 

 証券取引法第５条第１項及び第２項（届出書の提出とその添付書類）の規定に基づく届出書であります。 

 平成18年８月18日関東財務局長に提出 

(3)有価証券届出書の訂正届出書 

 平成18年８月18日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。 

 平成18年８月25日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

      平成１７年１２月１９日

株式会社コモンウェルス・エンターテインメント       

  取締役会 御中   

  監査法人ナカチ   

  
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 安藤 算浩  印 

  
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 平田 卓   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社コモンウェルス・エンターテインメントの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第２９期事業年度の中

間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中

間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社コモンウェルス・エンターテインメントの平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関す

る有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は継続的に営業キャッシュ・フローがマイナスの状況にあり、継続

企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。中間財務諸

表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を中間財務諸表には反映していない。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （※） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

      平成１８年１２月１９日

株式会社コモンウェルス・エンターテインメント       

  取締役会 御中   

  監査法人ナカチ   

  
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 平田 卓   印 

  業務執行社員   公認会計士 吉永康樹   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社コモンウェルス・エンターテインメントの平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第３０期事業年度の中

間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中

間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

  当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社コモンウェルス・エンターテインメントの平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関す

る有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

１．継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は継続的に営業キャッシュ・フローがマイナスの状況にあり、継

続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。中間

財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を中間財務諸表には反映していな

い。 

２．中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間よりストック・オプ

ション等に関する会計基準を適用して中間財務諸表を作成している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 
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